
Japan Camp Easyに関する特約 
 
このJapan Camp Easyに関する特約（以下「本特約」といいます。）は、vivit株式会社（以下「当社」
といいます。）が提供するJapan Camp Easyに関する条件を規定するものです。このサービスを利
用するにあたっては、本特約と併せて、当社が制定する旅行業約款の適用がありますので、いず
れもよくご確認及びご理解のうえご利用ください。 
 
第1条（定義） 
本特約において、以下の各号の用語は、各号所定の意味を有するものとします。 

i　 「コンシェルジュサービス」とは、当社が本特約に則って提供する、旅行者向けのコンシェル
ジュサービス（詳細は第3条で定めます。）を意味するものとします。 

ii　「ユーザー」とは、コンシェルジュサービスの利用を申し込み、または実際に利用する個人ま
たは法人を意味するものとします。 

 
第2条（特約の適用） 
(1) 本特約は当社が手配型旅行サービスに付帯して提供するコンシェルジュサービスにかかる規
約を定めるものであり、コンシェルジュサービスの利用をするユーザーのすべてに適用されます
（サービス対価の有償／無償に関わりません。）。 
(2) ユーザーがコンシェルジュサービスと併せて利用する旅行契約には、旅行業約款の適用があり
ます。本特約と旅行業約款の定めが異なる場合には、コンシェルジュサービスに関しては本特約
が優先して適用されます。また、本特約に定めのない事項については、旅行業約款その他当社が
別途定める規約等が適用されます。 
 
第3条（コンシェルジュサービスの概要） 
(1) 当社は、旅行業約款に基づく旅行契約に付随して、ユーザーの要望に応じ、以下のような付
加的サポートを行う有料サービス（コンシェルジュサービス）を提供します。 
　a. 宿泊施設（キャンプ場を含みます。）、レジャー、交通手段等の選定に関する情報提供および
比較提案 
　b. キャンプ用品のレンタル手配（当社が直接レンタルサービスを提供する場合を含みます。） 
　c. 旅行日程の作成、見積書の提示、周辺観光や現地の安全情報等の提供 
　d. ユーザーのリクエストや個別条件に応じた調整、現地でのサポート連絡対応 
(2) コンシェルジュサービスで手配または提案した各サービスの利用契約は、ユーザーと当該サー
ビスの提供事業者との間で成立し、ユーザーは各サービスの利用料の支払いのほか、その利用に
かかる契約上の義務を負います。ユーザーは各サービスの利用条件、契約内容をあらかじめ確認
するものとします。 
(3) 旅行契約の成立条件その他詳細は、当社の旅行業約款および旅行条件書によります。 
(4) コンシェルジュサービスに係る相談料は、旅行業法および標準旅行業約款に定める「相談旅
行」に基づく企画料金等ではなく、当社が旅行契約とは別に提供する独立したサービスの対価とし
て請求するものです（以下コンシェルジュサービスの対価を指して、単に「相談料」といいます。）。 
 
第４条（コンシェルジュサービスの利用に関する契約） 
(1)当社とユーザーとの間のコンシェルジュサービスの利用に関する契約（以下「コンシェルジュ契
約」といいます。）は、当社の提示する見積条件を確認後、ユーザーが当社に対しコンシェルジュ
サービスの利用申し込みをし、当社が承諾したときに成立するものといたします。なお、相談料が
発生しない案件については、見積条件の提示はなく、ユーザーの申し込みに対する口頭または電
子メール等による当社の承諾をもって契約が成立するものとします。 
(2)当社は、ユーザーの利用申し込みに対し、お申し込み内容を審査し、当社の判断により、コン
シェルジュサービスの提供をお断りすることがあります。なお、お断りした場合であっても、当社は、
お断りする理由を説明する義務を負わないものとします。 
 
第5条（コンシェルジュ契約のキャンセル・解除） 
(1) 当社は、以下の各号の場合には、成立したコンシェルジュ契約を、サービス提供開始前にキャ



ンセルし、または提供開始後であっても解除することがあります。サービス提供前のキャンセルの場
合、第6条に定める相談料は発生しませんが、キャンセルまでにユーザーのために当社に発生した
費用等を請求することがあります。一部でもコンシェルジュサービスの提供があった場合、解除に
よってもユーザーは相談料の支払義務を免れず、また、当社が損害を被ったときはこれを賠償する
ものとします。 
　i 第6条に従った支払いが確認できないとき 
　ii 申し込み時の情報またはサービス提供の開始後に当社に提供した情報に虚偽のものが含まれ
ているとき  
iii 未成年、成年被後見人、被保佐人または被補助人が、法定代理人、成年後見人、保佐人ま
たは補助人等の同意を得ずにコンシェルジュサービスを申し込んだとき 
iv 本特約に違反するとき 

　v ユーザーと当社の指定する日までに必要な連絡が取れないとき 
　vi その他当社がコンシェルジュ契約を不適当と判断するとき 
(2) 当社は前項のキャンセルまたは解除によってユーザーまたは第三者に生じた損害について一
切責任を負いません。 
 
第6条（相談料及びお支払い） 
(1) コンシェルジュサービスの利用には、当社が別途定める基準に従い、相談料が発生します。相
談料の額および内容は案件に応じて定め、見積書および請求書により案内します。  
(2) 相談料のお支払いは、当社指定の決済ツールによるURL送付、または旅行代金と合わせての
請求等、当社が指定する方法によるものとします。支払は当社が指定するもの以外では受け付け
ません。 
(3) 旅行契約が成立しなかった場合でも、提供済みサービス分の相談料は返金いたしません。 
(4) 旅行契約が成立した場合の旅行代金の支払時期・方法は、当社の旅行業約款および旅行条
件書の定めによります。 
 
第7条（予約先サービスについて） 
(1)コンシェルジュサービスを利用して予約された旅行にかかる事項は、旅行業約款の定めに従い
ます。 
(2)ユーザーが予約した旅行のキャンセル等に伴い、宿泊施設利用料等に関する返金がなされる
場合も、コンシェルジュサービスの［利用料金 or 相談料］は返金しません。 
 
第8条（コンシェルジュに関するユーザーの損害について） 
(1) コンシェルジュ契約の履行にあたって、当社の責めに帰すべき事由によりユーザーに損害が
生じた場合は、当社は、ユーザーに現実に生じた直接の損害につき、相談料を上限として（無償の
場合には1,000円を上限として）賠償責任を負います。当社の故意または重過失による損害を除
き、これを超える範囲の損害については当社は責任を負いません。 
(2) 当社は、天災地変、気象条件、交通機関の運行停止、現地事情、提供事業者の都合その他
当社の責に帰すべからざる事由によりコンシェルジュサービスの全部または一部を提供できない場
合、その責任を負いません。 
(3) コンシェルジュサービスを通じて手配された第三者提供サービスの履行については、当該提供
事業者の責任に基づき行われるものであり、当社はその履行や結果について責任を負いません。 
(4) コンシェルジュサービスにおける情報提供は正確性・最新性を期しますが、その内容の完全性
や利用結果について保証するものではありません。 
 
第9条（規約違反および違法行為への対応） 
ユーザーが本特約のいずれか一つにでも違反したときは、当社は何らの催告も要さず、直ちにコ
ンシェルジュ契約を解除することができます。この場合ユーザーは当社の被った損害について賠
償する責任を負います。 
第10条（個人データについて） 
当社は、コンシェルジュサービスについて日本以外の国・地域のデータ保護法令が適用される場
合、当該法令を遵守してコンシェルジュサービスを提供致します。なお、コンシェルジュサービスに



関して取得する情報とその利用目的は、以下のとおりです。その他個人情報の取り扱いは、当社
のプライバシーポリシー（※URL掲載して下さい※）をご確認下さい。 

記 
当社は、ユーザーのコンシェルジュサービスの利用に伴い、以下の個人データを含むデータを
取得することがあります。いずれも取得にあたってはユーザーから同意を頂き、当社は、ユー
ザーの同意に基づき個人データを取り扱います。また、法令で許容される場合を除き、以下の
目的以外には使用しません。 

(a)コンシェルジュサービスにお問い合わせを頂くとき 
【目的】コンシェルジュサービス提供のための連絡 
【項目】氏名、メールアドレス、居住国 

(b)コンシェルジュサービスを提供するとき 
【目的】旅行の手配のため 
【項目】氏名、メールアドレス、居住国 

(c)コンシェルジュサービスの提供後のコミュニケーションをするとき 
【目的】サービス改善のためのアンケート、忘れ物などの連絡 
【項目】氏名、メールアドレス、居住国 

(d)当サイトの利用のとき 
【目的】ユーザーにあったコンテンツ作成、サイト制作のため 
【項目】cookie情報、サイトの行動履歴 

 
第11条（反社会的勢力の排除） 
(1) ユーザーは、次の各号のいずれにも該当せず、かつ将来にわたっても該当しないことを表明
し、保証するものとします。 
i 自らが暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から 5 年を経過しない者、暴力団準構成員、
暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等その他これらに準じ
る者（以下総称して「反社会的勢力」といいます。）であること。 
ii 自らもしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもってする等、
反社会的勢力を利用していると認められる関係を有すること。 
iii 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等の関与をしていると認められ
る関係を有すること。 
iv 反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有すること。 
(2) 当社は、ユーザーが前項に違反した場合、ユーザーの責めに帰すべき事由の有無を問わず、
何らの催告を要することなく、直ちにコンシェルジュサービスの提供を停止し、かつ、これにより被っ
た損害の賠償をユーザーに対して請求することができるものとします。 
(3) 前項に基づく措置によりユーザーが損害を被った場合であっても、ユーザーは、当社に対して
当該損害の賠償を請求することはできません。 
 
第 12 条（準拠法および管轄裁判所） 
(1) コンシェルジュ契約（本規約の内容を含みます。）は、日本法に準拠し、同法に基づいて解釈さ
れるものとします。 
(2) ユーザーと当社との間で訴訟の必要が生じた場合、訴額のいかんにかかわらず、東京地方裁
判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 
 
第13条（存続条項） 
コンシェルジュ契約の終了後であっても、第4条第2項、第5条第2項、第7条第2項、第8条から第10
条、第11条第2項・第3項、および本条は、なお有効に存続するものとします。 


